
（注）
 本資料は、対象となる86法人（4大学共同利

用機関法人を含む。）の財務諸表等を集計した
上で、全体を通した一般的な傾向を示したもの
です。したがって、1法人ごとにみるとその特
性や規模などによって、財務構造や特徴は大き
く異なります。

 個別の国立大学法人等の財務諸表については、
各法人のホームページ等を御覧ください。

 各資料の経年比較については、原則として直
近４年間及び第1期（平成19年度）、第2期
（平成22年度）との比較を行っています。
※平成19年度に附属病院のセグメント計上の

考え方が改訂されたため、第1期は平成19
年度の数値を使用）
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国立大学法人等
の決算について

～令和４事業年度～



主な財務諸表の概要

※１ 金額の単位未満を切捨てしているため、計は必ずしも一致しません。（次ページ以降も同様）

※２ 「前中期目標期間繰越積立金」は第3期中期目標期間（平成28～令和３年度）から繰り越した積立金であり、
法人に現金等がない額（5,430億円）が含まれます。

※3 「積立金」は第4期中期目標期間（令和４～９年度）の中で前年度までに発生した会計処理上の形式的・観念的
利益等が計上されるものですが、令和４年度は中期目標期間の初年度あるため、「－」となっています。

※4 「経常利益」は、経常収益から経常費用を差し引いた額です。

※5 令和４年度の「臨時利益」には、会計基準の変更に伴い収益化した資産見返負債戻入（9,880億円）が含まれます。

貸借対照表

1.概要

損益計算書

1

令和４年度 令和４年度

■ 資産の部 ■ 107,546 (1,387) ■ 経常費用 ■ 34,316 (853)

（主なもの） （主なもの）

土地 48,283 （▲ 78) 教育経費 1,778 (48)

建物・構築物 27,266 （▲ 394) 研究経費 3,192 (60)

設備・図書等 10,515 (9) 診療経費 8,986 (476)

建設仮勘定 1,280 (182) 受託研究費等 3,102 (256)

現金及び預金 11,165 (754) 人件費 15,517 (15)

有価証券 797 （▲ 1,696)

■ 負債の部 ■ 25,387 （▲ 8,438) ■ 経常収益 ■ 34,896 (401)

（主なもの） （主なもの）

長期借入金 7,638 （▲ 77) 運営費交付金収益 10,572 （▲ 89)

資産見返負債 - （▲ 12,034) 附属病院収益 12,965 (500)

運営費交付金債務 342 (342) 学生納付金収益 3,578 (184)

寄附金債務 4,189 (53) 受託研究等収益等 3,541 (286)

寄附金収益 1,221 (543)

■ 純資産の部 ■ 82,159 (9,825) 施設費収益 137 （▲ 32)

（主なもの） 補助金等収益 1,928 (73)

政府出資金 61,188 （▲ 16)

資本剰余金 3,574 （▲ 178) ■ 経常利益 ■ （※4） 580 （▲ 1,032)

前中期目標期間繰越積立金（※2） 6,777 (2,634) 臨時損失 580 (469)

目的積立金 - （▲ 755) 臨時利益（※5） 9,911 (9,565)

積立金（※3） - （▲ 1,039) 目的積立金等取崩額 261 (90)

当期未処分利益 10,618 (9,180) 当期総利益 10,618 (9,180)

科　　　目
対前年度

増減
科　　　目

対前年度
増減

単位：億円 単位：億円



経常費用・経常収益の推移

 経常費用については、教育・研究の高度化や社会的要請への対応に加え、光熱水料の単価の上昇や保守・修繕経
費の増加といった影響もあり、全体として増加傾向にあります。

 経常収益について、運営費交付金収益は近年同程度で推移しており、共同研究や寄附金といった外部資金等の収
益額は増加傾向にあります。（関連:３ページ）

 特に、附属病院収益及び診療経費については、高度先端医療の実施及びそれに伴う医薬品費の増加等の影響によ
り、額・割合ともに大きく増加しています。（関連:６ページ）

経常費用

1.概要

経常収益
（億円）

2

（億円）

※   資産見返負債戻入が令和４年度より０となっているのは、会計基準の改訂によるもの



 国立大学が教育・研究の質を高め社
会的要請に応えていくためには、基盤
的資金である運営費交付金の確保とと
もに、各大学が自らの強み・特色を生
かして、民間企業との共同研究や寄附
金の拡大等社会との連携を強化し、財
源の多様化を図ることで、持続可能な
経営を行っていく必要があります。

 運営費交付金については、近年同程
度で推移しており、共同研究や寄附金
といった民間企業や個人等から獲得す
ることが可能な資金は増加傾向にあり
ます。

 令和４年度は、令和２・３年度と同
様に新型コロナウイルス感染症対策関
連予算が措置されたこと等により、補
助金等受入額が多くなっています。

運営費交付金と外部資金の獲得状況（受入額）

2.財源の多様化

3

寄附金の獲得状況

 寄附金は、他の外部資金と比べて弾
力的に教育研究の目的のために使用す
ることができる財源であり、獲得に向
けて注力しているところです。

 受入額及び件数について、各国立大
学においてクラウドファンディングの
活用や遺贈窓口の設置、同窓会との関
係強化等、多様な寄附募集の取組によ
り、これまでの推移を見ると大幅に増
加しています。このことから国立大学
に対する支援が広がっているものと考
えられます。

 文部科学省においても、平成28年度、
令和２年度の税制改正により、学生等
への修学支援事業及び学生・研究者へ
の研究等支援事業に対する個人寄附に
係る税額控除の導入を実施しました。

 令和４年度において、寄附金の受入
額は約967億円となっています。

※運営費交付金等には、国立大学法人機能強化促進費を含む。

（億円）



 人件費については、約10年前から
の推移で見ると増加しておりますが、
近年は同水準で推移しています。

 人件費比率（事業規模を示す業務費
に対する人件費の比率）については、
人件費の増加が業務費全体の増加より
少ないため、減少傾向にあります。

3.人件費
人件費及び人件費比率の推移（法人全体）

 附属病院セグメントを除く人件費は、
総人件費改革の実施等による減少傾向
の後、社会保険料率の上昇による事業
主負担額の増加、人事院勧告による給
与引上げ等の影響により増加傾向にあ
りましたが、近年は同等の水準で推移
しています。

 人件費比率については、業務費全体
の増加に伴い、近年は減少傾向にあり
ます。

人件費及び人件費比率の推移（附属病院セグメントを除く）

（億円）

（億円）

人件費
人件費比率＝

業務費

人件費及び人件費比率の推移（附属病院セグメント）
 附属病院セグメントにおける人件費

は、これまでの推移を見ると事業規模
の拡大等に伴って大きく増加しており、
近年も微増傾向にあります。

 人件費比率については、人件費の増
加が業務費全体の増加より少ないため、
減少傾向にあります。

（億円）

人件費
人件費比率＝

業務費

4

人件費
人件費比率＝

業務費



 有形固定資産（施設・設備）の増加
額は、令和４年度は前年度比較で施
設・設備ともに減少しており、平成
21年度の水準と比較して両者とも減
少傾向にあります。

 こうした影響を受けて、施設・設備
の残存度が年々低下していることから、
施設・設備への投資額以上に、老朽
化・陳腐化が継続していることがわか
ります。

 したがって、教育・研究に対する
ニーズを踏まえて、施設・設備の整備
を進めるとともに、老朽化した資産の
更新投資を行っていくことが重要であ
ると考えられます。

4.施設・設備の整備
固定資産の状況

建物・構築物の簿価
※ 施設の残存度＝

建物・構築物の取得価額

施設・設備の残存度

施設・設備への投資額の推移

5

工具器具備品・機械装置の簿価※ 設備の残存度＝
工具器具備品・機械装置の取得価額

（億円）（億円）



（お問合せ）
高等教育局国立大学法人支援課 財務分析係

電話:03-5253-4111（代表）

経常費用・経常収益の推移（附属病院セグメント）
経常費用（附属病院セグメント）

5.附属病院

（億円）

6

（億円）

経常収益（附属病院セグメント）

※ 運営費交付金収益には、国から予算措置された附属病院
機能強化分のほか、運営費交付金を財源とする教職員人
件費相当額が含まれている。

※

 附属病院は、高度な医療の提供、新しい医療技術の研究・開発及び優れた医療人材の養成・輩出を担う地域の中核
的な医療機関としての使命を果たし、全国立大学法人（82法人）における業務活動の約44％を占め、また、附属病
院を有する法人（41法人）における業務活動の約52%を占める経営上重要なセグメントとなっています（令和4事業
年度の経常収益ベース）。

 法人化以降、附属病院の経営努力により経常収益（附属病院収入等）が増加する一方、高度先端医療の提供に必要
な高額な医薬品・医療材料の購入や医療安全等に係る人員体制の整備等により経常費用（診療に係る経費及び人件費
等）も増加しており、附属病院は「増収減益」傾向にあります。令和４年度の経常収益の特徴として、新型コロナウ
イルスの感染拡大の影響により落ち込んだ患者数が回復傾向にあることや診療単価の向上に伴う附属病院収益の増加、
新型コロナウイルス感染症対策に関連する補助金等受入額の減少等に伴うその他収益の減少が生じています。




